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単位：経営体

平成17年 85,090 83,599 4,152
平成22年 69,227 68,245 2,884
平成27年 56,826 56,114 1,931

増減率（％）
平成22年/17年 △ 18.6 △ 18.4 △ 30.5
平成27年/22年 △ 17.9 △ 17.8 △ 33.0

区　分 農林業経営体 農業経営体 林業経営体
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【農林業経営体調査 調査結果の概要】 

 

１ 農林業経営体                    [統計表 1ページ参照] 

農林業経営体数（平成 27 年２月１日現在）は 56,826 経営体で、５年前に比べて 

12,401 経営体（17.9％）減少しました。 

このうち、農業経営体数は 56,114 経営体、林業経営体数は 1,931 経営体となり、 

５年前に比べてそれぞれ 12,131 経営体（17.8％）、953 経営体（33.0％）減少しました。 
 

図１ 農林業経営体数（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 農林業経営体数（新潟県） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：農業経営と林業経営を合わせて営んでいる経営体があるため、農業経営体数と林業経営 

体数の合計と農林業経営体数は一致しない。 
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単位：経営体

農業経営体

法人経営 法人経営 法人経営

平成17年 83,599 625 82,157 11 1,442 614
平成22年 68,245 1,003 66,760 56 1,485 947
平成27年 56,114 1,184 54,564 38 1,550 1,146

増減率（％）
平成22年/17年 △ 18.4 60.5 △ 18.7 409.1 3.0 54.2
平成27年/22年 △ 17.8 18.0 △ 18.3 △ 32.1 4.4 21.0

区　分
家族経営体 組織経営体

２ 農業経営体 

(1) 農業経営体数                  [統計表 4～7ページ参照]  

農業経営体のうち、家族経営体数は 54,564 経営体で、５年前に比べて 12,196 経

営体（18.3％）減少した一方、組織経営体数は 1,550 経営体で 65 経営体（4.4％）

増加しました。 
 

表２ 農業経営体数（新潟県） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：農業経営体とは、経営耕地面積 30a 又は農産物販売金額 50 万円相当以上の規模の農業経営を 

行うもの若しくは農作業受託を行うものである。 

 

 

農業経営体のうち法人経営数は 1,184 経営体で、５年前に比べて 181 経営体

（18.0％）増加しました。 

特に、組織経営体の法人経営数は 1,146 経営体で、５年前に比べて 199 経営体

（21.0％）増加しました。この結果、組織経営体に占める法人経営の割合は 73.9％

となりました。 

また、法人経営の内訳をみると、会社法人数は 550 経営体、農事組合法人数は 

469 経営体となり、５年前に比べてそれぞれ 112 経営体（25.6％）、105 経営体（28.8％）

増加しました。 

 

図２ 法人化している農業経営体数（新潟県） 
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単位：経営体

平成17年 83,599 34,680 44,800 3,220 683 120 66 29 1
平成22年 68,245 26,129 36,824 3,850 960 235 178 61 8
平成27年 56,114 20,139 30,011 4,094 1,223 328 222 82 15

増減数

平成22年－17年 △ 15,354 △ 8,551 △ 7,976 630 277 115 112 32 7
平成27年－22年 △ 12,131 △ 5,990 △ 6,813 244 263 93 44 21 7

増減率（％）

　平成22年/17年 △ 18.4 △ 24.7 △ 17.8 19.6 40.6 95.8 169.7 110.3 700.0
　平成27年/22年 △ 17.8 △ 22.9 △ 18.5 6.3 27.4 39.6 24.7 34.4 87.5

区分 計
1.0ha
未満

1.0～
5.0

5.0～
10.0

10.0～
20.0

20.0～
30.0

30.0～
50.0

50.0～
100.0

100.0ha
以 上

(2) 経営耕地面積規模別にみた農業経営体数の状況   [統計表 8、9ページ参照]  

経営耕地面積規模別に農業経営体数をみると、1.0～5.0 ㏊の層が 30,011 経営体

と最も多く、５年前に比べて５ha 以上の層で農業経営体数が増加しました。 

 

表３ 経営耕地面積規模別農業経営体数の状況（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：1.0ha 未満には、経営耕地なしを含む。 

 

 

(3) 経営耕地面積の集積割合            [統計表 10、11 ページ参照]  

農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積の集積割合をみると、５ha 以上

の農業経営体が 46.1％を占め、５年前に比べて 9.3％ポイント増加しました。 

なお、同集積割合は全国に比べて 11.8％ポイント低くなっています。 
 

図３ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積集積割合 
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経営体 ha ha

平成17年 82,714 151,410 1.8

平成22年 67,616 150,767 2.2

平成27年 55,567 145,789 2.6

増減率（％）

　平成22年/17年 △ 18.3 △ 0.4 21.8

　平成27年/22年 △ 17.8 △ 3.3 17.7

区分
経営耕地
の あ る
経営体数

経営耕地
総 面 積

1経営体当たり
経営耕地面積

単位：経営体

平成17年 83,599 21,094 16,565 37,606 4,943 2,723 373 184 100 11
平成22年 68,245 17,744 13,924 28,687 4,394 2,772 409 192 102 21
平成27年 56,114 15,949 10,758 22,214 4,007 2,493 376 193 104 20

増減数

平成22年－17年 △ 15,354 △ 3,350 △ 2,641 △ 8,919 △ 549 49 36 8 2 10
平成27年－22年 △ 12,131 △ 1,795 △ 3,166 △ 6,473 △ 387 △ 279 △ 33 1 2 △ 1

増減率（％）

　平成22年/17年 △ 18.4 △ 15.9 △ 15.9 △ 23.7 △ 11.1 1.8 9.7 4.3 2.0 90.9
　平成27年/22年 △ 17.8 △ 10.1 △ 22.7 △ 22.6 △ 8.8 △ 10.1 △ 8.1 0.5 2.0 △ 4.8

1,000～
3,000

3,000～
5,000

5,000～
１億円

1～5億円 5億円以上区分 計 50万円未満 50～100 100～500
500～
1,000

(4) 農業経営体当たりの経営耕地面積の状況     [統計表 16～21 ページ参照] 

経営耕地のある農業経営体の１経営体当たりの経営耕地面積は 2.6ha で、５年前

に比べて 0.4 ㏊（17.7％）増加しました。 

また、経営耕地面積に占める借入耕地面積の割合は 42.7％となりました。 

なお、農業経営体当たりの経営耕地面積は、全国と同程度となっています。 
 

図４ 農業経営体当たりの経営耕地面積 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：（ ）内の数値は経営耕地面積に占める借入耕地面積の割合である。 

 

表４ 農業経営体当たりの経営耕地面積（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 
注：増減率は四捨五入前の数値により算出しているため、表上の数値で 

算出したものと合わない場合がある。 

 

(5) 農産物販売金額規模別にみた農業経営体数の状況 [統計表 12、13 ページ参照] 

農産物販売金額規模別に農業経営体数をみると、100～500 万円の層が 22,214 経

営体と最も多くなっています。 

 

表５ 農産物販売金額規模別農業経営体数の状況（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：50 万円未満には販売なしを含む。 
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(6) 農産物販売金額１位の出荷先別にみた農業経営体数の状況  

[統計表 54、55 ページ参照] 

農産物販売金額１位の出荷先別に農業経営体数の構成割合をみると、農協が

80.6％となり、次いで農協以外の集出荷団体が 8.8％、消費者に直接販売が 4.2％

となりました。 

また、５年前に比べて、小売業者、農協以外の集出荷団体、卸売市場で、それぞ

れ、0.5％ポイント、0.3％ポイント、0.2％ポイント上昇しました。 

 

図５ 農産物販売金額１位の出荷先別農業経営体数の構成割合（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 農業経営組織別にみた農業経営体数の状況    [統計表 14、15 ページ参照] 

農業経営組織別に農業経営体数の構成割合をみると、単一経営（主位部門の農産

物販売金額が８割以上の経営体）が 90.5％となり、５年前に比べて 0.5％ポイント

上昇しました。 

また、５年前に比べて稲作単一経営は 0.4％ポイントの低下、露地野菜及び果樹

類単一経営は 0.4％ポイント上昇しました。 

なお、単一経営は全国に比べ 11.0％ポイント高くなっています。 
 

図６ 農業経営組織別農業経営体数の構成割合 
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３ 農家  

(1) 農家数                      [統計表 88 ページ参照] 

農家数は 78,453 戸で、５年前に比べて 13,834 戸（15.0％）減少しました。 

このうち、販売農家数は 54,409 戸、自給的農家数は 24,044 戸となり、５年前に

比べてそれぞれ 12,192 戸（18.3％）、1,642 戸（6.4％）減少しました。 

 

図７ 農家数の推移（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 主副業別農家数（販売農家）           [統計表 58 ページ参照] 

販売農家を主副業別にみると、主業農家は 8,694 戸で５年前に比べて 2,307 戸

（21.0％）の減少、準主業農家は 16,374 戸で 6,990 戸（29.9％）の減少、副業的

農家は 29,341 戸で 2,895 戸（9.0％）の減少となりました。 

この結果、販売農家数に占める割合は、主業農家が 16.0％、準主業農家が 30.1％、

副業的農家が 53.9％となりました。 

 

図８ 主副業別農家数（新潟県） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

注：（ ）内の数値は販売農家に占める割合である。 

  



- 7 - 

 

(3) 専兼業別農家数（販売農家）           [統計表 59 ページ参照] 

販売農家を専兼業別にみると、専業農家は 10,781 戸で５年前に比べて 821 戸

（7.1％）の減少、第１種兼業農家は 7,554 戸で 1,740 戸（18.7％）の減少、第２

種兼業農家は 36,074 戸で 9,631 戸（21.1％）の減少となりました。 

この結果、販売農家数に占める割合は、専業農家が 19.8％、第１種兼業農家が

13.9％、第２種兼業農家が 66.3％となりました。 

 

図９ 専兼業別農家数（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注：（ ）内の数値は販売農家に占める割合である。 
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４ 労働力  

(1) 農業従事者（販売農家） 

[統計表 66～77 ページ参照] 

販売農家の農業従事者（自営農業に

１日以上従事した者）は148,941人で、

５年前に比べて 50,418 人（25.3％）

減少しました。 

 

 

 

(2) 農業就業人口（販売農家）        [統計表 70～73、78、79 ページ参照] 

販売農家の農業就業人口（自営農業に主として従事した者）は 79,324 人で、５

年前に比べて 19,664 人（19.9％）減少しました。 

この結果、農業就業人口の平均年齢は 66.6 歳となり、65 歳以上が占める割合は

66.2％となりました。 

 

図 10 年齢別農業就業人口の構成（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：（ ）内は農業就業人口に占める割合、【 】内は平均年齢である。 

 

年齢階層別に農業就業人口の推移をみると、５年前と比べて 85 歳未満の各層が

減少する中で 35～39 歳の層が 19 人増加しました。 

 

図 11 年齢別農業就業人口の推移（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 農業従事者（新潟県） 
単位:人

平成17年 246,019 129,217 74,045

平成22年 199,359 98,988 74,827

平成27年 148,941 79,324 62,368

平成22年/17年 △ 19.0 △ 23.4 1.1

平成27年/22年 △ 25.3 △ 19.9 △ 16.7

区　分 農業従事者 農業就業
人　　　口

基　幹　的
農業従事者

増減率（％）
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(3) 基幹的農業従事者（販売農家）     [統計表 74～77、78、79 ページ参照] 

販売農家の基幹的農業従事者（仕事として自営農業に主として従事した者）は

62,368 人で、５年前に比べて 12,459 人（16.7％）減少しました。 

この結果、基幹的農業従事者の平均年齢は 68.4 歳となり、65 歳以上が占める割

合は 69.9％となりました。 

 

図 12 年齢別基幹的農業従事者数の構成（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

注：（ ）内は基幹的農業従事者に占める割合、【 】内は平均年齢である。 

 

 

年齢階層別に基幹的農業従事者の推移をみると、５年前と比べて 85 歳未満の各

層が減少する中で、30 歳代の各層が計 71 人増加しました。 

 

図 13 年齢別基幹的農業従事者数の推移（新潟県） 
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４ 林業経営体 

(1) 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合   [統計表 92、93 ページ参照] 

保有山林面積規模別に林業経営体数の構成割合をみると、10ha 未満が 66.2％、

次いで 10～20ha が 14.8％、20～30ha が 6.3％となりました。 

この結果、５年前に比べて、20ha 以上の各層で構成割合が高くなっています。 

 

図 14 保有山林面積規模別林業経営体数の構成割合（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：林業経営体とは、保有山林面積が３ha 以上で施業を行うもの、林業作業の受託を行うもの 

又は一定規模以上の素材生産を行うものである。 

 

 

(2) 林業経営体当たりの保有山林面積の状況     [統計表 92、93 ページ参照] 

保有山林のある林業経営体の１経営体当たりの保有山林面積は 47.2ha で、５年

前に比べて 10.5ha（28.8％）増加しました。 

 

図 15 林業経営体当たりの保有山林面積（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

注：増減率は四捨五入前の数値により算出しているため、図上の数値で算出したものと 

合わない場合がある。 


